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01 人口ビジョンの策定に当たって

本人口ビジョンは、本市における人口の現状分析を行い、人口に関する認識を市民と共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望

を整理するもので、「美祢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、効果的な施策を企画・立案する上で重要な基礎と位置付けられる

ものである。

平成26年11月に、国は進行する少子高齢化や人口減少に的確に対応し、東京圏への人口集中の是正と、地域での住みよい環境をつくり、活

力ある日本社会を将来に渡って維持していくため、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施することとして、まち・

ひと・しごと創生法を施行し、「長期ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。

これを受けて、本市では、平成27年10月に「美祢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」と「美祢市人口ビジョン」を取りまとめ、人口の現

状や将来推計人口の分析を行い、長期的な展望のもと、人口減少対策を重点課題として取組を進めた。

その後、令和2年度を計画始期とする第2期美祢市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に併せて、美祢市人口ビジョンの改訂を行った。

この度、第2期美祢市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間が令和6年度をもって終了することから、新たに第3期美祢市まち・ひと・

しごと創生総合戦略を策定するに当たり、令和2年の国勢調査結果等の最新データや国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の日本の地域別

将来人口（令和5年推計）を反映した形で、「美祢市人口ビジョン」を改訂する。

本人口ビジョンの対象期間は、令和42（2060）年までとする。

1 趣旨

2 位置付け

3 対象期間
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全国的には平成20年をピークに人口が減少している中、本市の人口は昭和55年以降一貫して減少し続け、平成22年以降その勢いが増している。

特に、年少人口、生産年齢人口の急速な低下が顕著に表れている。
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01人口動向_総人口

02 人口の現状分析

資料：国勢調査（H27年、R2年は国勢調査に関する不詳補完結果）、山口県人口移動統計調査（R3年からR5年まで）。年齢区分別人口は年齢不詳を除く。
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01人口動向_年齢3区分別人口

02 人口の現状分析

資料：国勢調査（H22年以前は年齢不詳を除く。H27年、R2年は国勢調査に関する不詳補完結果）。山口県人口移動統計調査（R3年からR5年まで）
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年齢構成でみると、生産年齢人口の急速な低下と老齢人口が増加傾向にあり、令和5年の構成比では年少人口（14歳以下）は7.3％、生産年齢人

口（15-64歳）は47.8％、老齢人口（65歳以上）は44.9％となっている。
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01人口動向_人口ピラミッド

02 人口の現状分析

昭和55(1980)年と令和2(2020)年との比較では、年少人口と生産年齢人口の減少、老年人口の増加が顕著に表れ、人口ピラミッドの重心が高い位

置に移動している。特に40代以下の子育て世代が減少し、少子化に拍車をかけている。今後、団塊の世代が後期高齢者に、団塊ジュニア世代が高

齢者になることで、更なる老年人口割合の上昇が予測される。

団塊の世代は、第1次ベビーブーム（1947～1949年）の間に生まれた世代、団塊ジュニア世代は、第2次ベビーブーム（1971年～1974年）の間に生まれた世代をいう。

資料：国勢調査（R2年は国勢調査に関する不詳補完結果）
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01人口動向_世帯数

02 人口の現状分析

一般世帯数は、平成12年をピークに減少に転じ、人口減少の影響もあり１世帯当たり人数は、令和2年で2.31人となっている。世帯形態別では、

増加の一途をたどっていた単独世帯数も減少するなど、人口減少、少子高齢化の影響が世帯にも及んでいる。

資料：国勢調査
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01人口動向_高齢化

02 人口の現状分析

人口と世帯数の推移が示すとおり高齢化は急速に進行している。高齢化率の上昇に応じて65歳以上の高齢者単身者世帯数、高齢夫婦世帯数は増

加していたが、令和2年には高齢単身者世帯数が減少に転じている。今後は、団塊の世代、団塊ジュニア世代の推移によって更なる高齢化率の上

昇が予測される。

資料：国勢調査（ H27年、R2年は国勢調査に関する不詳補完結果）。高齢化率は、総数から年齢不詳を除いた数値で算出
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01人口動向_外国人住民

02 人口の現状分析

外国人人口は、令和元年に200人を超えて以降一定規模で推移し、令和5年では総人口の1.2％を占める。地域・国籍別では「中国籍・韓国籍」が

多かったが、近年では「ベトナム籍・フィリピン籍」の増加が見て取れる。

資料：外国人住民は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、国籍別外国人住民は、市市民課（各年9月末日現在数値）
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01人口動向_出生数・死亡数

02 人口の現状分析

平成29年以降の出生数が100人を下回るなど、出生数の減少が厳しさを増している。死亡者数は、近年400人台で推移し、微増の傾向を示してい

る。これらの影響で、自然減が拡大し続けている。

資料：地域経済分析システム（RESAS）
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01人口動向_合計特殊出生率

02 人口の現状分析

平成15年～平成19年までは、全国・山口県を上回った値で、同様の傾向で推移（増減）していたが、平成20年～平成24年以降は全国・山口県を

下回り減少を続けている。県内比較では、最も低い値を示している。

資料：厚生労働省「人口動態統計特殊報告」
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01人口動向_男女別年齢階級別未婚率（20～39歳）

02 人口の現状分析

出生数の増減に大きく影響する年代である20-39歳の未婚率は、平成17年までは、国や県と同様の水準で推移していたが、平成22年以後は、全国、

県を上回る値で推移している。特に合計特殊出生率に大きく影響する年代の未婚率が急上昇していることは、本市の出生数の減少に一定の影響を

与えていると推察される。

資料：国勢調査（H22年以降は20-39歳の総数から配偶不詳を除いて算出）
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01人口動向_男女別年齢階級別未婚率（20～39歳）

02 人口の現状分析

日本における出生は、男女が結婚して生まれる場合が約98％となっている。このため、未婚率の上昇、未婚化が進行することで出生数の減少に

影響を与えていると考えられる。

資料：国勢調査（H22年以降は20-39歳の総数から配偶不詳を除いて算出）
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01人口動向_転入数・転出数

02 人口の現状分析

過去においては、宅地分譲など定住施策の効果により社会増を示す年があるが、近年は一貫して社会減が続いている。また、総人口の減少に伴

い移動規模が縮小している。

資料：地域経済分析システム（RESAS）
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01人口動向_男女別年齢階級別人口の長期的動向

02 人口の現状分析

男女ともに、「15～19歳→20～24歳」の転出超過が最も大きい傾向は変わらず、進学や就職を契機としたものと伺える。過去においては、30～

40代にかけて転入超過の傾向が見て取れたが、近年はその傾向が縮小している。出生に関わる年齢階級での転出傾向が強まっており、出生数への

影響が推察される。

資料：地域経済分析システム（RESAS）
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県外転入者

222人

県外転出者

277人

01人口動向_人口移動の動向（県外・県内）

02 人口の現状分析

令和5年の本市への人口移動を県内外でみると、県内の移動が約半数以上を占めている。県内移動は、近隣市がその大部分を占め、ほぼ全ての市

で転出超過となっている。県外移動では、福岡県、広島県を中心とした地域への移動のほか、東京都などの南関東地域への移動も顕著である。

県外転出入の地域区分は次のとおり。南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川）、東海（静岡、岐阜、愛知、三重）、近畿（滋賀、京都、奈良、和歌山、大阪、兵庫）、中国

（山口県を除く）（鳥取、島根、岡山、広島）、九州（福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島）

資料:総務省「住民基本台帳移動報告特別集計」

山口市
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長門市

27人

16人
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山陽小野田市
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宇部市
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県内その他市町

49人
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中国
(山口県を除く）
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九州
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近畿
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南関東
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東海

18人

その他

26人

九州
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近畿

38人

南関東

71人

中国
(山口県を除く）

37人

その他

35人

市町名

転入者数

転出者数

東海

12人

美祢市

483人

727人

県外 県内

転入者 222人 261人

転出者 277人 450人
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01人口動向_就業者数

02 人口の現状分析

資料：国勢調査（生産年齢人口のうちH27年、R2年は国勢調査に関する不詳補完結果）
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就業者数は、人口の減少に応じて減少し続けている。近年、生産年齢人口が急速に減少するが、定年年齢の延長等により、人口減少率ほど就業

者数の減少率は高くないものの、将来的には更なる就業者の減少が予測される。産業別では、過去に第3次産業が増加傾向を示す時期があるが、

近年は全ての産業で減少し続け、特に第1次産業の就業者数が急減している。

就業者数 産業別就業者数
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01人口動向_男女別就業者就業率

02 人口の現状分析

男性、女性ともに年々就業者数が減少している。就業率では、長期的には生産年齢人口の男性が減少傾向にある一方で、近年、女性と高齢者の

就業率が上昇傾向にある。

資料：国勢調査（男女別就業率のうち、H27年、R2年は国勢調査に関する不詳補完結果により算出）
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01人口動向_男女５歳階級別就業率

02 人口の現状分析

男性は、20歳～59歳にかけて就業率が減少している。女性は、S55年当時は、Ｍ字の傾向を示していたが、ライフスタイルの変化に伴い女性の就

業率が上昇傾向にある。また、近年、60歳～74歳の女性の就業率が上昇している。

資料：国勢調査
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01人口動向_産業分類別就業者数と特化係数

02 人口の現状分析

分類別就業者数は、[製造業][農業、林業][建設業]で男性が多数を占め、[医療、福祉][卸売業、小売業][製造業]で女性が多数を占めている。

特化係数は、[鉱業、採石業、砂利採取業]が突出した結果を示しているほか、[農業、林業][複合サービス事業]が高い数値を示している。

特化係数：産業別の構成比を全国の平均的な構成比と比較することで、どの産業に特化しているのかを示す指標

資料：国勢調査（R2年）
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01人口動向_常住地・従業地

02 人口の現状分析

通勤・通学の状況では、通勤では他市町から市内に通勤している者が3,976人に対し、他市町に通勤している者は2,893人となり、流入超過と

なっている。通学者は市内に通学している者が233人で、市外へは402人が通学し流出超過となっている。前回（平成27年）と同様の傾向である。

資料：国勢調査（R2年）

長門市
通勤652人
通学35人
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通勤3,976人
通学233人

下関市
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県外 不詳
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通勤 通学

流入人口
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通勤 通学

流出人口
3,295人

流入人口（R2年） 流出人口（R2年）

美祢市
通勤2,893人
通学402人
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01人口動向_産業別就業者数

02 人口の現状分析

産業別就業者数では、農業、林業の就業者の高齢化が著しく進行し、令和2年において就業者の82％以上が60歳以上である。平成27年から令和2

年にかけて[不動産業、物品賃貸業]のみ就業者の増加が見られる。ほとんどの産業で就業者数の減少と高齢化が進んでおり、今後もその傾向が続

くことが予測される。

[]内の数値は、その産業の就業者数を表す。

資料：国勢調査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数［11,320］

農業、林業［1,268］

漁業［5］

鉱業，採石業，砂利採取業［147］

建設業［893］
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電気・ガス・熱供給・水道業［46］

情報通信業［52］

運輸業，郵便業［576］

卸売業，小売業［1,390］

金融業，保険業［113］

不動産業，物品賃貸業［75］

学術研究，専門・技術サービス業［176］

宿泊業，飲食サービス業［499］

生活関連サービス業，娯楽業［331］

教育，学習支援業［436］

医療，福祉［1,691］

複合サービス事業［207］

サービス業（他に分類されないもの）［732］

公務（他に分類されるものを除く）［617］

分類不能の産業［79］

（人）
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生活関連サービス業，娯楽業［389］
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医療，福祉［1,770］
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産業別就業者数（H27年） 産業別就業者数（R2年）
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02将来人口の推計と分析_社人研推計準拠

02 人口の現状分析

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の『日本の地域別将来推計（令和5年推計）』に基づく国配布のワークシートによる推計結果（社人研

推計準拠）によると、令和42年の推計人口は8,168人と、前回の推計値に比べ、1,820人（18.2％）減少している。

資料：国配布「ワークシート」

前回社人研推計準拠は、国立社会保障・人口問題研究所準拠推計（平成30（2018）年）をベースに、R2人口を美祢市で調整して独自推計した数値

R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年

社人研推計準拠 0.87 0.89 0.91 0.92 0.92 0.92 0.92 0.92

前回社人研推計純処 1.20 1.19 1.20 1.20 1.21 1.21 1.21 1.21 1.21

前回人口の将来展望 1.20 1.38 1.55 1.72 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07
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12,787 

11,342 

9,988 

23,766 

22,290 

20,888 

19,566 

18,332 

17,111 
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02将来人口の推計と分析_社人研推計準拠

02 人口の現状分析

資料：国配布「ワークシート」

前回社人研推計準拠は、国立社会保障・人口問題研究所準拠推計（平成30（2018）年）をベースに、R2人口を美祢市で調整して独自推計した数値

年齢3区分別では年少人口、生産年齢人口において、前回の推計結果を下振れしており、特に生産年齢人口が大きく減少をしている。
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02将来人口の推計と分析_社人研推計準拠

02 人口の現状分析

社人研推計準拠によると、令和42年の年少人口は299人、生産年齢人口は3,184人、老年人口は4,685人になると推計されている。年齢３区分別人

口割合では、令和7年には老年人口割合が生産年齢人口割合を上回り、令和17年には5割を超える推計となっている。

推計値は、端数処理をした値のため、年齢3区分別人口の合計と総人口は、必ずしも一致しない。

資料：国配布「ワークシート」
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02将来人口の推計と分析_シミュレーション

02 人口の現状分析

自然増減と社会増減の変化が将来人口に及ぼす影

響を検証するため、社人研推計準拠を基本として、

一定の仮定のもとに将来人口の推計をシミュレー

ションする。

推計値は、端数処理をした値のため、年齢3区分別人口の合計と総人口は、必ずしも一致しない。

資料：国配布「ワークシート」

項目 指標の設定

パターン１

出生
2040年に1.6、2050年に1.8、2060年に2.07
に設定（人口ビジョン2100が示す人口定常
化のケースの出生率）

転出入 社人研推計準拠の仮定値

パターン2

出生 社人研推計準拠の仮定値

転出入
他地域との人口移動が全く無いものとして
設定（移動均衡）

パターン3

出生
2040年に1.6、2050年に1.8、2060年に2.07
に設定（人口ビジョン2100が示す人口定常
化のケースの出生率）

転出入
他地域との人口移動が全く無いものとして
設定（移動均衡）
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02将来人口の推計と分析_シミュレーション

02 人口の現状分析

将来人口推計のシミュレーションの結果を年齢3区分別人口ごとに、R2（2020）年とR32（2050）年の人口増減率で比較した。

パターン１は、出生率を上昇させているため、0-14歳の年少人口、特に0-4歳人口の改善が見られる。

パターン２は、移動を均衡としているため、生産年齢人口や20-39歳の若年女性の改善が見られる。

パターン３は、出生率の上昇と移動を均衡としているため、パターン１、パターン２より更に0-14歳の年少人口や20-39歳女性人口で改善が見ら

れる。若者世代の20-39歳の女性人口の減少が抑制することで、将来の年少人口の増加や人口構造の若返りの効果が期待できる。

推計値は、端数処理をした値のため、年齢3区分別人口の合計と総人口は、必ずしも一致しない。

資料：国配布「ワークシート」

総人口 0-14歳人口 15-64歳人口 65歳以上人口 20-39歳女性人口
うち0-4歳人口

現状値（2020年） 23,247 1,965 466 11,367 9,915 1,579

社人研推計準拠（2050年） 10,905 496 126 4,248 6,162 497

パターン1（2050年） 11,659 953 276 4,544 6,162 585

パターン2（2050年） 12,995 779 218 5,983 6,234 851

パターン3（2050年） 14,272 1,513 480 6,525 6,234 1,016

2020年→2050年増減率 総人口 0-14歳人口 15-64歳人口 65歳以上人口 20-39歳女性人口
うち0-4歳人口

社人研推計準拠 -53.1 -74.8 -72.9 -62.6 -37.9 -68.5

パターン1 -49.8 -51.5 -40.7 -60.0 -37.9 -63.0

パターン2 -44.1 -60.3 -53.3 -47.4 -37.1 -46.1

パターン3 -38.6 -23.0 3.0 -42.6 -37.1 -36.7
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02 人口の現状分析

現在の人口動向で推移した場合の将来人口の見通しに基づき、人口変化が本市の将来に及ぼす影響についての考察を行う。

本市では、このまま人口減少（社人研推計準拠）が進むと、令和42（2060）年の15～64歳人口（生産年齢人口）は、令和2年の約21％まで減少する推計と

なっている。労働力人口が減少し人材不足が深刻化することで、企業の廃業や撤退、事業規模の縮小などが生じ、結果、あらゆる産業活力の低下や人口減少を

上回る速度での働く場の縮小が懸念される。

特に、人口減少に加え、高齢化が非常に進んでいる農林業では、担い手不足が早期に深刻化しており、農林業の衰退による耕作放棄地の増加や鳥獣被害の拡

大、治水機能の低下、山林の荒廃等の影響が既に顕在化し始めている。

全国的に未婚率の上昇や出生率の低下が生じているが、本市では全国に比してその傾向が大きなものとなっている。また、20～34歳の男女ともに顕著な転出

超過が見られることから、就職や進学を契機として市外に転出した若者を取り戻せていない状況が見て取れ、少子化に拍車がかかることが懸念される。

既に小規模校が多数ある中で、更に子どもの減少が進むと、教員や学級数の減少、小中学校の更なる統廃合が予想される。これらの事象は、学校をはじめと

した、子どもたちの学びや交流の機会を減少させるだけでなく、親となる世代にとっても、子どもを通じたコミュニティの縮小にもつながり、身近に子育ての

経験や知識を共有する相談相手ができず、本市で子育てや妊娠することへの不安や負担を感じる者が増加するおそれもある。

人口減少に伴う消費者の減少は、地域の消費購買力の低下を招き、一定数の人口の上に成り立つ店舗等の商業サービスの縮小、特に人口規模が小さい本市に

おいては、撤退に至ることまでが予想される。更には、社会インフラである医療・介護サービスや本市の魅力発信に欠かせない観光産業などの維持まで困難に

なることが懸念される。

これら生活サービス水準の低下は、生活の不便さにつながり、より生活に便利な地域への転出者増加や、転入に当たってのインセンティブの低下を引き起こ

す。特に、転出者の増加が加速することにより管理の行き届かない空き家や空き地が増加すれば、犯罪や災害リスクの増加や、景観の悪化を生じさせ、人を引

き付けるまちの魅力そのものが低下することにもつながる。

まちの魅力低下は、更なる転出増加や転入減少に拍車をかけるおそれがあり、人口減少への負の連鎖が危惧されるところである。

本市は、既に高齢者数がピークを迎えているが、今後、高齢化率の更なる上昇に伴う医療や介護等における需要増加が予想されている。そのなかでの人口減

少は、支援を必要とする高齢者を支える担い手不足にもつながり、現在の保健・医療・介護の連携体制の維持が困難となるおそれがある。また、人口の低密度

化によって公共交通機関の経営効率が下がり、減便や撤退など公共交通機関のサービス機能の提供に支障が生じた場合、特に交通弱者である高齢者の通院や買

い物、子どもの通学などが困難になり、円滑な社会生活が損なわれることが懸念される。

加えて、生活の質を向上においては文化や芸術、スポーツ活動などが重要となるが、人口減少により、その主な活動の場である公共施設等の利用・需要が減

少すると、その維持・更新が困難になり、生活の質までも低下するおそれがある。

産業・雇用への影響

人の流れへの影響

出産・子育て・学びへの影響

生活基盤への影響
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03 人口の将来展望

これまで示した「人口の現状分析」「人口の変化が本市の将来に及ぼす影響」を踏まえ、本市の人口減少対策に関する事項を整理する。

上記の基本的な視点を踏まえて、取り組むべき人口減少対策のポイントは、次のとおりである。

１ しごとの創出 「働きたい！」希望を実現させる産業の振興

２ 人の流れの創出 「訪れたい、参加したい、住んでみたい！」新たな人の流れの創出

３ 結婚・出産・子育ての希望の実現 「結婚・産み育てたい！」願いが叶う環境の充実

４ 魅力的な地域の創出 「ずっと住み続けたい！」持続可能なまちの形成

人口減少を抑制するには、未婚率の縮減と出生率の上昇が不可欠であり、若者の結婚・出産・子育ての希望を叶える支援や環境整備に取り組む

ことが重要である。出生数を増加させるためには、出生率の上昇のみならず、若者世代の女性の流出を抑制する必要があり、その結果が出生数に

も相乗効果を及ぼすこととなる。就職や進学時の転出後に本市に回帰する流れをつくることが必要で、そのためにも産業振興や企業誘致を推進し、

若者や女性の雇用の場の確保や雇用環境の向上を図る必要がある。加えて、本市の魅力を発信し、移住・定住施策を推進することで、若者や子育

て世代を中心とした新たな人の流れを創出していくことが重要である。

全国的に少子高齢化が進展する中にあっては、自然減や社会減への取組を推進しても、その効果が表れるには一定の期間が必要であり、その間

の人口減少は避けられない。したがって、人口減少の抑制とともに、人口減少、少子高齢化に対応したまちづくりとして、生活基盤の代替的な支

えを確保すること、効率的な地域社会の創設に取り組む必要がある。地域の特性を活かして安心して暮らし続けることができるまちをつくりだす

こととし、施策間・地域間の連携を図り、デジタルの力を活用した地方創生を推進していく必要がある。

人口減少の抑制

人口減少に対応したまちづくり
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03 人口の将来展望

「目指すべき将来の方向」を踏まえ、人口減少

対策の施策効果を見込み、次の仮定のもと、本市

の将来の人口を展望する。

○合計特殊出生率はR22年を1.40に、R32年を1.65

に、R42年を2.07に設定

○R7年-R42年の0-4歳→5-9歳から10-14歳→15-19

歳までの世代の移動率を70％抑制

○15-19歳→20-24歳の世代の移動率を10％抑制

○25-29歳→30-34歳から35-39歳→40-44歳までの

世代の移動率を50％抑制

このように自然動態と社会動態が改善した結果

として、令和42年（2060）年の本市の人口を

10,050人と推計する。

社人研推計準拠の推計値より、約1,800人の抑制

を見込むものである。

また、前回（令和2年改訂）の人口の将来展望

13,997人からは、約4,000人下方修正したものと

なる。

R7年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年

社人研推計準拠 0.87 0.89 0.91 0.92 0.92 0.92 0.92 0.92

人口の将来展望 1.10 1.20 1.25 1.40 1.50 1.65 1.94 2.07
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資料：国配布「ワークシート」
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03 人口の将来展望

R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年

総人口 23,247 20,558 18,745 17,023 15,365 13,809 12,401 11,168 10,050

年少人口（14歳以下） 1,965 1,459 1,179 1,073 1,053 1,024 979 919 851

生産年齢人口（15-64歳） 11,367 9,708 8,796 7,861 6,769 5,908 5,211 4,750 4,312

老年人口（65歳以上） 9,915 9,392 8,771 8,088 7,544 6,877 6,210 5,500 4,886
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推計値は、端数処理をした値のため、年齢3区分別人口の合計と総人口は、必ずしも一致しない。

資料：国配布「ワークシート」


